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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第８期より連結財務諸表、第９期中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりま

せん。 

  

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― ― 1,076,315 ― 2,138,873

経常利益 (千円) ― ― 259,621 ― 790,877

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 117,485 ― 478,045

純資産額 (千円) ― ― 2,299,807 ― 2,223,006

総資産額 (千円) ― ― 3,929,817 ― 4,028,879

１株当たり純資産額 (円) ― ― 48,720.60 ― 47,252.76

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 2,495.98 ― 10,463.03

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 2,463.22 ― 10,138.60

自己資本比率 (％) ― ― 58.5 ― 55.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △73,225 ― 452,732

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △216,774 ― △1,151,390

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △89,947 ― 479,857

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ― ― 743,423 ― 1,123,371

従業員数 
〔外、平均臨時雇用人員〕 (人) 

― 
(―)

―
(―)

75
(14)

― 
(―)

51
(12)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第８期中間期以前については重要な関係会社が存在しないため記載してお

りません。 

３ 第８期より連結財務諸表、第９期中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、第８期及び第９期中間期の持分法を

適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキ

ャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高は記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第７期中間期については、商法第280条ノ20及び商法第280条

ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しておりますが、当社株式は非上場かつ店頭登録も行っていないため期中平均株価

が把握できませんので記載しておりません。 

５ 第７期の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成16年２月20日付の株式分割

（1株につき5株）が期首に行われたものとして算出しております。 

また、当該株式分割を考慮して算出した、遡及修正後の1株当たり指標については以下のとおりになっております。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 554,752 860,192 1,022,997 1,256,624 2,133,378

経常利益 (千円) 202,436 330,818 284,047 474,867 807,082

中間(当期)純利益 (千円) 114,724 198,058 158,681 274,774 495,346

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 110,750 408,250 429,950 408,250 426,770

発行済株式総数 (株) 8,400 45,500 47,204 45,500 47,045

純資産額 (千円) 518,665 1,621,574 2,080,167 1,459,915 1,962,170

総資産額 (千円) 710,024 2,228,288 3,505,261 1,867,116 3,578,053

１株当たり純資産額 (円) 61,745.86 35,638.99 44,067.61 32,086.05 41,708.37

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 13,657.70 4,352.94 3,371.19 6,291.64 10,841.69

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) － 4,208.73 3,326.94 6,066.74 10,505.56

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) － － － 800 1,000

自己資本比率 (％) 73.0 72.8 59.3 78.2 54.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 151,616 149,764 － 320,213 －

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △24,756 △47,908 － △102,873 －

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △546 △35,636 － 771,293 －

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 479,851 1,408,390 － 1,342,171 －

従業員数 
〔外、平均臨時雇用人員〕 (人) 

31 
( 6)

44
( 9)

71
(14)

37 
( 6)

48
(12)



なお、以下の数値に関しては監査法人トーマツの監査を受けておりません。 

  

回次 第７期中

決算年月 平成15年９月

１株当たり純資産額 (円) 12,349.17 

１株当たり中間純利益 (円) 2,731.54 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

(円) － 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 当社の企業集団は、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており、また業務活動の区分ごとの経営組織体系を有し

ておらず、同一の従業員が複数の区分の業務活動に従事しているため、全連結会社の従業員数の合計を記載しておりま

す。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

３ 当中間連結会計期間において従業員数が24名増加しておりますが、業容拡大に伴う採用増によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 当中間会計期間において従業員数が23名増加しておりますが、業容拡大に伴う採用増によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  従業員数(名)

連結会社合計 75 (14) 

従業員数(名) 71 (14) 



第２ 【事業の状況】 

当社グループは、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との対比の記

載はしておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業部門の好調さが持続するとともに、個人消費も緩やかに増加し

ており、おおむね回復基調にありました。一方で、雇用情勢には厳しさも残っており、原油価格の動向等には留意

する必要があるなど、一部においては不透明な状況が続いておりました。このような状況の中、インターネットを

取り巻く環境においては、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ加入者を中心としたインターネット利用者数は順調に伸びておりま

す。 

こうした環境のもと、当社グループ運営の価格比較サイト『価格.com』や『yoyaQ.com』、『食べログ.com』は順

調に月間利用者数及びページビュー数を伸ばしております。平成17年５月に発生した不正アクセスによる運営サイ

ト一時閉鎖による利用者数の減少も回復しており、これらの結果、平成17年９月度の月間利用者数は6,760千IPアド

レス、月間総ページビュー数は281百万ページビューとなりました。 

また、旅行のクチコミサイト『フォートラベル』も順調に月間利用者数及びページビュー数を伸ばしており、同

９月度の月間利用者数は1,670千IPアドレス、月間総ページビュー数は18百万ページビューとなりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間における連結業績は、売上高1,076百万円となりました。一方、セキュリティ

構築のための各種費用や事業規模拡大に伴う人員採用の増加、集客力向上のための広告宣伝費などの先行投資の影

響や、フォートラベル株式会社の取得によるのれん代の償却費61百万円を計上した結果、経常利益259百万円となり

ました。また、不正アクセスによる運営サイトの一時閉鎖に係る特別損失41百万円を計上したことにより、中間純

利益117百万円となりました。 

  

［集客サポート業務］ 

集客サポート業務におきましては、当社運営サイト『価格.com』への登録店舗数は順調に増加しました。また、

登録店舗からの成果報酬による手数料収入も順調に増加しております。 

その結果、当中間連結会計期間の売上高は158百万円となりました 

  

［広告業務］ 

広告業務におきましては、登録店舗からの広告出稿に加え、パソコンメーカーなどを中心としたクライアントか

らの広告出稿は順調に推移しました。これに加えて、商品のレビュー企画などコンテンツ連動による新規企画・提

案営業を進めるなどの施策により、新規クライアントの獲得も順調に推移しております。 

その結果、当中間連結会計期間の売上高は345百万円となりました。 

［販売サポート業務］ 

販売サポート業務におきましては、通信関連ではＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ等ブロードバンド加入者数の増加により、

当社経由の加入者数は堅調に推移しております。また、パソコンメーカーなどのインターネット販売サイトへの誘

導も堅調に推移しております。 

その結果、当中間連結会計期間の売上高は323百万円となりました。 

  

［情報提供業務］ 



情報提供業務におきましては、自動車保険及び中古車査定の見積りについて見積依頼件数は堅調に推移しまし

た。また、昨年より開始した葬儀費用見積やサイトに掲載されている製品登録データの販売、さらに平成17年８月

より開始した証券会社オンラインサービス比較コンテンツも売上に寄与しております。 

その結果、当中間連結会計期間の売上高は116百万円となりました。 

  

［旅行関連業務］ 

旅行関連業務につきましては、前連結会計年度までその他業務の一部としておりましたが、当社の連結子会社で

ありますフォートラベル株式会社を中心に順調に業容を拡大しておりますので、当中間連結会計期間より旅行関連

業務として独立して区分することとしました。 

当該業務におきましては、旅行のクチコミサイト『フォートラベル』や当日宿泊予約『yoyaQ.com』は順調に利用

者数を増加しており、集客力の向上にあわせて、提携先数や手数料収入は順調に推移しております。 

その結果、当中間連結会計期間の売上高は64百万円となりました。 

  

［その他業務］ 

その他業務におきましては、外国為替保証金取引業務は順調に顧客数を増やしており、その売上高は堅調に推移

しました。一方、ブロードバンド関連の附随業務として継続している電話加入権の売買業務は、在庫の適性水準維

持に努めつつ運営しております。 

これらを合算して、当中間連結会計期間の売上高は66百万円となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(２)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、営業活動による支出73百万円、投資活動による支出

216百万円及び財務活動による支出89百万円でありました。その結果、現金及び現金同等物（以下「資金」という）

は379百万円の減少となり、当中間連結会計期間末の残高は743百万円となりました。 

また、当期における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動に使用した資金は73百万円となりました。 

これは主に、税金等調整前中間純利益が217百万円となったことや売上債権の減少による資金の増加112百万円の

一方で、仕入債務の減少による資金の減少102百万円や法人税等の支払による資金の減少230百万円によるものであ

ります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 



投資活動に使用した資金は216百万円となりました。 

これは主に、サーバー及びサーバーで使用するソフトウェアなどの取得による支出161百万円によるものでありま

す。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は89百万円となりました。 

これは主に、短期借入金の返済による支出50百万円や、配当金の支払46百万円によるものであります。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの業務には、生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。 

  

  

(2) 受注実績 

当社グループは受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。 

  

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を業務活動の区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

業務区分 販売高(千円) 

集客サポート業務 158,585 

広告業務 345,429 

販売サポート業務 323,838 

情報提供業務 116,626 

旅行関連業務 64,946 

その他業務 66,889 

合計 1,076,315 

相手先 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額（千円） 割合（％） 

リンクシェア・ジャパン株式会社 136,635 12.7 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で株式分割に伴う定款変更が行なわれ、会社が発行する株

式の総数は320,000株増加し、480,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は、含まれておりません。 

２ 平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株に株式分割いたしました。これにより株

式数は94,408株増加し、これにより発行済株式総数は141,612株となっております。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 160,000

計 160,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 47,204 141,612
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 47,204 141,612 － － 



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

当社は商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

第１回新株予約権 

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合には、株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる1円未満の端数

は切り捨てるものとします。 

      調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２ 行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が行使価額を下回る金額で新株式を発行する場合、及び株式分割ま

たは併合を行う場合には次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものとしま

す。 

(時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合) 

(株式の分割または併合を行う場合) 

３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の発行時において当社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者は、新株予約権の行使時におい

て当社、当社の子会社および関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要します。ただし、任期満了による退

任、定年退職、死亡による退任または退職の場合、その他正当な理由があり当社取締役会の承認を得た場合にはこの限り

ではありません。 

(2) 取締役会の承認を受けた場合以外は、新株予約権の譲渡または質入その他の処分は認められません。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとします。 

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによります。 

４ 平成17年８月10日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月18日付をもって普通株式１株を３株に分割したことによ

り、新株予約権の目的となる株式の数および行使時の払込金額はそれぞれ調整されております。 

  

  

  

第２回新株予約権 

平成15年１月６日の株主総会の特別決議に基づく平成15年１月７日取締役会決議 

区分 
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 515  515 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 515 (注)１ 1,545(注)１、４ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 40,000 (注)２ 13,334(注)２、４ 

新株予約権の行使期間 
平成17年１月７日～ 
平成25年１月６日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  40,000 
資本組入額 20,000 

発行価格  13,334 
資本組入額  6,667 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  (注)３ 同左 

  

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

既発行 
株式数 

＋ 

新規発行また
は処分株式数 

×
１株当たり払込金額 
または処分価額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１

分割・併合の比率

平成16年６月25日の株主総会の特別決議に基づく平成16年８月24日取締役会決議 

区分 
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 379 379 

新株予約権の目的となる株式の種類 同左 



(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合には、株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる1円未満の端数

は切り捨てるものとします。 

      調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２ 行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が行使価額を下回る金額で新株式を発行する場合、及び株式分割ま

たは併合を行う場合には次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものとしま

す。 

(時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合) 

(株式の分割または併合を行う場合) 

３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の発行時において当社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者は、新株予約権の行使時におい

て当社、当社の子会社および関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要します。ただし、任期満了による退

任、定年退職、死亡による退任または退職の場合、その他正当な理由があり当社取締役会の承認を得た場合にはこの限り

ではありません。 

(2) 取締役会の承認を受けた場合以外は、新株予約権の譲渡または質入その他の処分は認められません。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとします。 

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによります。 

４ 平成17年８月10日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月18日付をもって普通株式１株を３株に分割したことによ

り、新株予約権の目的となる株式の数および行使時の払込金額はそれぞれ調整されております。 

  

  

  

  

  

  

  

第３回新株予約権 

普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）    379 (注)１ 1,137 (注)１、４ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,002,779 (注)２ 334,260 (注)２、４ 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月26日～ 
平成23年６月25日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,002,779 
資本組入額  501,390 

発行価格   334,260 
資本組入額  167,130 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左 

  

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

既発行 
株式数 

＋ 

新規発行また
は処分株式数 

×
１株当たり払込金額 
または処分価額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１

分割・併合の比率

平成16年６月25日の株主総会の特別決議に基づく平成17年２月15日取締役会決議 

区分 
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 45 45 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）    45 (注)１ 135 (注)１、４ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 855,388 (注)２ 285,130 (注)２、４ 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月26日～ 
平成23年６月25日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 発行価格   855,388 発行価格   285,130 



(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合には、株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる1円未満の端数

は切り捨てるものとします。 

      調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２ 行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が行使価額を下回る金額で新株式を発行する場合、及び株式分割ま

たは併合を行う場合には次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものとしま

す。 

(時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合) 

(株式の分割または併合を行う場合) 

３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の発行時において当社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者は、新株予約権の行使時におい

て当社、当社の子会社および関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要します。ただし、任期満了による退

任、定年退職、死亡による退任または退職の場合、その他正当な理由があり当社取締役会の承認を得た場合にはこの限り

ではありません。 

(2) 取締役会の承認を受けた場合以外は、新株予約権の譲渡または質入その他の処分は認められません。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとします。 

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによります。 

４ 平成17年８月10日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月18日付をもって普通株式１株を３株に分割したことによ

り、新株予約権の目的となる株式の数および行使時の払込金額はそれぞれ調整されております。 

  

  

株式の発行価格及び資本組入額（円） 資本組入額  427,694 資本組入額  142,565 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左 

  

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

既発行 
株式数 

＋ 

新規発行また
は処分株式数 

×
１株当たり払込金額 
または処分価額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１

分割・併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) １ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

２ 平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株に株式分割いたしました。これにより発

行済株式総数が94,408株増加しております。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,674株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,764株 

三菱信託銀行株式会社 461株 

２ 三菱信託銀行株式会社は平成17年10月１日付でＵＦＪ信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社となりま

した。なお、ＵＦＪ信託銀行株式会社は平成17年９月30日現在当社株式を146株（発行済株式総数に対する所有株式数の

割合0.30％）所有しております。 

  

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

159 47,204 3,180 429,950 3,180 601,669 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社デジタルガレージ 東京都渋谷区富ヶ谷2-43-15 18,920 40.08 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町2-11-3 2,674 5.66 

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

2,072 4.38 

穐田 誉輝 東京都港区海岸1-1-1 1,916 4.05 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）  

東京都中央区晴海1-8-11 1,764 3.73 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 822 1.74 

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社東京支店） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,
LONDON E14 4QA, ENGLAND 
（東京都渋谷区恵比寿4-20-3） 

554 1.17 

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海1-8-12 525 1.11 

津田 全泰 東京都渋谷区代々木5-41-1 498 1.05 

三菱信託銀行株式会社 
（信託口） 

東京都千代田区丸の内1-4-5 461 0.97 

計 ― 30,206 63.99 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1株（議決権1個）含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 47,204 47,204 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 47,204 ― ― 

総株主の議決権 ― 47,204 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) １ 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,010,000 984,000 935,000 985,000 1,180,000 
1,140,000
※406,000 

最低(円) 876,000 780,000 790,000 899,000 833,000 
1,050,000
※366,000 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 代表取締役社長兼ＣＥＯ 穐田 誉輝 平成17年７月19日 

取締役副社長 取締役ＣＦＯ 田中 実  平成17年７月19日 

取締役ＣＴＯ 

兼システム本部長 
取締役ＣＴＯ 安田 幹広 平成17年７月19日 

取締役 取締役ＣＯＯ 作田 一郎 平成17年７月19日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、中間連結財務諸表の作成初年度であるた

め、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けており

ます。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※２  1,420,790 1,679,882  

２ 売掛金   392,732 505,133  

３ たな卸資産   1,137 3,117  

４ その他   348,983 113,660  

貸倒引当金   △103 －  

流動資産合計   2,163,540 55.0 2,301,794 57.1

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１     

(1) 器具及び備品  111,038 77,648    

(2) その他  14,694 125,733 3.2 12,643 90,292 2.3

２ 無形固定資産      

(1) ソフトウェア  209,355 145,942    

(2) 連結調整勘定  1,151,476 1,213,163    

(3) その他  170,287 1,531,119 39.0 175,371 1,534,477 38.1

３ 投資その他の資産      

(1) その他  109,820 102,315    

貸倒引当金  △396 109,423 2.8 － 102,315 2.5

固定資産合計   1,766,276 45.0 1,727,084 42.9

資産合計   3,929,817 100.0 4,028,879 100.0

     



  

  

  
当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金   20,058 122,699  

２ 短期借入金   430,000 480,000  

３ 未払金   125,358 105,540  

４ 未払法人税等   105,450 231,358  

５ 賞与引当金   42,223 28,694  

６ 預り保証金   677,366 556,511  

７ その他   45,614 94,108  

流動負債合計  1,446,071 36.8 1,618,912 40.2

Ⅱ 固定負債     

 １ 繰延税金負債   183,938 186,960  

固定負債合計   183,938 4.7 186,960 4.6

負債合計   1,630,010 41.5 1,805,872 44.8

(資本の部)      

Ⅰ 資本金   429,950 10.9 426,770 10.6

Ⅱ 資本剰余金   879,805 22.4 876,625 21.8

Ⅲ 利益剰余金   990,051 25.2 919,610 22.8

資本合計   2,299,807 58.5 2,223,006 55.2

負債・資本合計   3,929,817 100.0 4,028,879 100.0

     



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   1,076,315 100.0 2,138,873 100.0

Ⅱ 売上原価   171,570 15.9 460,775 21.5

売上総利益   904,745 84.1 1,678,097 78.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  644,943 60.0 861,303 40.3

営業利益   259,801 24.1 816,794 38.2

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息  56 203    

２ 講演料等収入  29 258    

３ 受取割戻料  582 －    

４ 消費税等納付免除益  － 714    

５ その他  179 847 0.1 126 1,302 0.1

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息  1,028 493    

２ 新株発行費  － 887    

３ 株式上場費用  － 25,806    

４ その他  － 1,028 0.1 31 27,219 1.3

経常利益   259,621 24.1 790,877 37.0

Ⅵ 特別利益      

１ 貸倒引当金戻入益  － － － 38 38 0.0

Ⅶ 特別損失      

 １ 運営サイト復旧費用  41,714 41,714 3.9 － － －

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  217,906 20.2 790,915 37.0

法人税、住民税及び事業
税 

 101,000 322,750    

法人税等調整額  △579 100,420 9.3 △9,879 312,870 14.6

中間（当期）純利益   117,485 10.9 478,045 22.4

     



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

（資本剰余金の部） 
  

  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 
  

876,625  573,700

Ⅱ 資本剰余金増加高 
  

  

 １ 新株予約権の権利行使 
  

3,180   18,520  

 ２ 株式交換による新株式の発行
  

－ 3,180 284,405 302,925

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高 
  

  879,805  876,625

  
  

      

（利益剰余金の部） 
  

      

Ⅰ 利益剰余金期首残高 
  

  919,610  477,965

Ⅱ 利益剰余金増加高 
  

      

 １ 中間（当期）純利益 
  

117,485 117,485 478,045 478,045

Ⅲ 利益剰余金減少高 
  

      

 １ 配当金 
  

47,045 47,045 36,400 36,400

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高 
  

  990,051  919,610

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間（当期）純利益 217,906 790,915 

減価償却費 48,953 50,281 

営業権償却 19,900 39,800 

連結調整勘定償却 61,686 20,562 

賞与引当金の増減額（減少:△） 13,528 8,381 

貸倒引当金の増減額（減少:△） 500 △60 

受取利息 △56 △203 

支払利息 1,028 493 

新株発行費 － 887 

売上債権の増減額（増加:△） 112,400 △323,866 

たな卸資産の増減額（増加:△） 1,980 5,297 

仕入債務の増減額（減少:△） △102,641 113,501 

未払消費税の増減額（減少:△） △42,764 20,551 

未払金の増減額（減少:△） 16,297 45,967 

営業保証金の増減額（増加:△） △85,000 △32,500 

前受金の増減額（減少:△） 2,050 2,067 

その他 △107,621 △33,721 

小計 158,148 708,354 

利息及び配当金の受取額 56 203 

利息の支払額 △1,022 △551 

法人税等の支払額 △230,408 △255,274 

営業活動によるキャッシュ・フロー △73,225 452,732 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △46,083 △68,651 

無形固定資産の取得による支出 △115,266 △118,020 

関係会社株式の取得による支出 △9,800 － 

営業譲受けに伴う支出 － △199,000 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出 

－ △765,418 

その他 △45,624 △300 

投資活動によるキャッシュ・フロー △216,774 △1,151,390 



  

  
  

    
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 655,000 

短期借入金の返済による支出 △50,000 △175,500 

株式発行による収入 6,360 36,152 

配当金の支払額 △46,307 △35,795 

財務活動によるキャッシュ・フロー △89,947 479,857 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △379,947 △218,800 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,123,371 1,342,171 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 743,423 1,123,371 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数     １社 

連結子会社の名称 

   フォートラベル株式会社 

  

  

  

  

(2)非連結子会社の数    １社 

非連結子会社の名称 

   株式会社カカクコム・インシュアランス 

株式会社カカクコム・インシュアランス（有限

会社コアプライスが、平成17年4月4日付で組織変

更及び商号変更）は、総資産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金等、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から

除外しております。 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数     １社 

連結子会社の名称 

フォートラベル株式会社 

フォートラベル株式会社については平成17年1

月に株式取得したことにより、当連結会計年度

中に当社の子会社になったものであります。  

  

(2)非連結子会社の数    １社 

非連結子会社の名称 

 有限会社コアプライス 

有限会社コアプライスは、総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰余金等、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の

範囲から除外しております。 

  

  

  

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社である株式会社カカクコム・インシュ

アランスは、中間純損益及び利益剰余金等からみて、

持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として重要性がないため

持分法の適用範囲から除外しております。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社である有限会社コアプライスは、当期

純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体として重要性がないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一

致しております。 

３ 連結子会社会計年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してお

ります。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産 

総平均法による原価法を採用しております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、建物（建物付属設備は除く）について

は、定額法を採用しております。なお、前事業年

度の建物勘定は、すべて建物付属設備でありま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物…………………13～18年 

器具及び備品………３～６年 

②無形固定資産 

営業権については５年で毎期均等額を償却してお

ります。また、自社利用のソフトウェアについ

て、社内における利用可能期間(３～５年)に基づ

く定額法を採用しております。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産  

同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物…………………13～15年 

器具及び備品………３～６年 

  

  

②無形固定資産 

同左 

  

  

  



  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

②賞与引当金  

従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見

込額のうち、当中間連結会計期間の負担すべき額を

計上しております。 

(4)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の処理方法  

税抜方式によっております。 

  

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

――――――― 

  

  

  

②賞与引当金  

従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見

込額のうち、当期の負担すべき額を計上しておりま

す。 

(4)その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

消費税等の処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

  

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



会計方針の変更 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針第6号)を当中間連結会

計期間から適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  

――――――― 

  

(差入保証金の処理方法) 

外国為替保証金取引業務にかかる差入保証金は固定資

産(投資その他の資産)に計上しておりましたが、当中間

連結会計期間より流動資産に計上することに変更してお

ります。 

外国為替保証金取引業務にかかる差入保証金は、顧客

の取引総残高に応じて一定の割合で差し入れるものであ

ります。従来は、これを保守的に固定資産に計上してお

りました。当中間連結会計期間において、外国為替保証

金取引業務の開始から相当の期間を経過したことに伴

い、顧客の取引開始から決済までの期間に関する実態分

析を実施し、取引が開始から１年以内に決済されている

事実から判断して、現在の外国為替保証金取引業務にか

かる差入保証金の性格をより適切に財政状態に反映する

ために当該変更を行なっております。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、流

動資産は140百万円増加し、固定資産（投資その他の資

産）は同額減少しております。 

  

――――――― 

  



追加情報 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――― 

  

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示方法） 

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算

書の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準

委員会実務対応報告第12号(平成16年２月13日)）が公

表されたことに伴い、当期から同実務対応報告書に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割8,000千円を

販売費及び一般管理費に計上しております。この結

果、販売費及び一般管理費が同額増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益が同額減少して

おります。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

99,365千円 

  

※２．現金及び預金には、外国為替保証金取引について

顧客より預託を受けた金銭（顧客預託金）相当額を自己

の固有の財産と分別して保管している分離保管預金

677,366千円が含まれております。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

78,137千円 

  

※２．現金及び預金には、外国為替保証金取引について

顧客より預託を受けた金銭（顧客預託金）相当額を自己

の固有の財産と分別して保管している分離保管預金

556,511千円が含まれております。 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  広告宣伝費 173,186千円   広告宣伝費 200,842千円

  給料手当 110,033千円   給料手当 145,719千円

  支払手数料 72,357千円   支払手数料 102,008千円

  賞与引当金繰入 29,973千円   賞与引当金繰入 21,975千円

  連結調整勘定償却 61,686千円   連結調整勘定償却 20,562千円



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 
  

現金及び預金勘定 1,420,790千円

分離保管預金 △677,366千円

現金及び現金同等物 743,423千円

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 
  

現金及び預金勘定 1,679,882千円

分離保管預金 △556,511千円

現金及び現金同等物 1,123,371千円

   



(リース取引関係) 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(有価証券関係) 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

当社及び連結子会社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

当社及び連結子会社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるマーケットプレイス事業の割合が、いずれも90％を

越えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるマーケットプレイス

事業の割合が、いずれも90％を越えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  



 (１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであ

ります。 

  
  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 48,720円60銭 １株当たり純資産額 47,252円76銭

１株当たり中間純利益金額 2,495円98銭 １株当たり当期純利益金額 10,463円03銭

潜在株式調整後1株当たり 
中間純利益金額 

2,463円22銭
潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額 

10,138円60銭

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額  

中間連結損益計算書（連結損益計算書）上の 
中間（当期）純利益(千円) 

117,485 478,045 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益(千円) 117,485 478,045 

期中平均株式数(株) 47,070 45,689 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額   

中間（当期）純利益調整額(千円) － － 

普通株式増加数（株） 626 1,462 

（うち新株予約権） (626) (1,462)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要 

新株予約権１種類
（新株予約権の数379個） 

新株予約権１種類 
（新株予約権の数401個） 



(重要な後発事象) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（株式の分割（無償交付）について） 

平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17

年11月18日付で、次のとおり株式分割をいたしました。 

(1)平成17年11月18日付をもって、普通株式１株を３株

に分割する。 

①分割により増加する株式数 

普通株式  94,408株 

②分割の方法 

平成17年９月30日最終の株主名簿および実質株

主名簿に記載または記録された株主を対象に普通

株式１株につき３株の割合をもって分割する。 

③配当起算日  平成17年10月１日 

④平成17年11月18日をもって当社定款第５条を変更

し、発行する株式の総数を320,000株増加して、

480,000株とする。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前連結会計年度における一株あたり情

報ならびに当期首に行われたと仮定した場合の当

中間連結会計期間における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなっております。 

  

当中間連結会計期間 

１株当たり純資産額 16,240円20銭

１株当たり中間純利益金

額 

831円99銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額 
821円07銭

  

前連結会計年度 

１株当たり純資産額 15,750円92銭

１株当たり当期純利益金

額 

3,487円68銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
3,379円53銭

（当社運営サイトへの不正アクセス及びサイト一時閉鎖

について） 

当社運営サイトに対し、平成17年５月11日から14日に

かけて不正アクセスによるプログラムの改ざんがなさ

れ、当社運営サイトにアクセスすることにより別サイト

へ誘導され、そのサイトにおいてウィルス感染した可能

性があります。また、メールアドレスが22,511件詐取さ

れていたことが判明しました。なお、詐取された情報は

メールアドレスで、その他の情報は含まれておりませ

ん。そのため、セキュリティ対策を施すために５月14日

より24日までサイトを一時閉鎖しておりました。 

当社は、今回の事件を大きな教訓とし、ユーザー及び

取引先からの信頼、そして当社のブランドを回復し維持

向上させていくために、情報セキュリティの重要性を今

まで以上に厳粛に受け止めたいと思います。これに関す

る様々な知識、ノウハウ、方策等を収集、熟知、習得

し、情報セキュリティ対策を向上させ、システム及び情

報資産を安全に取り扱うことに全力を傾けます。また、

この分野におけるトップレベルの専門家に外部委員とし

てご参加いただくセキュリティ対策委員会を設置する

等、情報セキュリティ体制の充実を図ってまいります。 

なお、本件は業績に重要な影響を与える可能性があり

ますが、現時点においては、当該事態の発生に起因する

損失の程度、営業活動等に及ぼす影響などは不明であり

ます。 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（子会社設立について） 

平成17年11月15日開催の取締役会において、子会社を

――――――― 



  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

設立することを決議いたしました。 

(1)子会社設立の理由 

当社における金融分野のリソース・ノウハウを集約す

ることで、事業の効率化を図るとともに、その機動性を

高めるため、金融サービスを専門とする子会社を設立す

ることといたしました。当社は子会社を通して、昨今の

金融ＥＣ市場の急速な拡大という状況を受け、当該分野

においても消費者視点に立った購買支援サービスを推進

してまいります。 

(2)子会社の概要 

(3)当社との関係 

商号 株式会社カカクコム・ 

フィナンシャル 

代表者 代表取締役社長 田中 実 

 (当社取締役副社長) 

主な事業の内容 金融サービス業 

設立時期 平成17年12月20日 

発行済株式数 200株 

資本金 10,000千円 

取得株式数 200株 

取得価額 10,000千円 

取得後の持分比率 100% 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※３   1,692,745 1,385,244   1,669,149 

２ 売掛金     210,290 369,131   494,331 

３ たな卸資産     5,866 1,137   3,117 

４ その他 ※２   77,941 352,144   113,084 

貸倒引当金     － △103   － 

流動資産合計     1,986,843 89.2 2,107,554 60.1   2,279,683 63.7

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 器具及び備品   63,072 106,287 77,341   

(2) その他   13,507 76,580 3.4 14,694 120,981 3.5 12,643 89,985 2.5

２ 無形固定資産         

(1) ソフトウェア   46,032 209,355 145,942   

(2) その他   6,103 52,135 2.3 170,287 379,642 10.8 175,371 321,314 9.0

３ 投資その他の資産         

(1) 関係会社株式   － 794,069 781,269   

(2) その他   112,728 103,409 105,800   

貸倒引当金   － 112,728 5.1 △396 897,082 25.6 － 887,069 24.8

固定資産合計     241,445 10.8 1,397,706 39.9   1,298,369 36.3

資産合計     2,228,288 100.0 3,505,261 100.0   3,578,053 100.0

          



  

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     16,230 20,058   122,699 

２ 短期借入金     － 430,000   480,000 

３ 未払金 ※２   77,103 123,130   105,538 

４ 未払法人税等     137,972 87,499   228,525 

５ 預り保証金     284,354 677,366   556,511 

６ 賞与引当金     26,002 41,677   28,694 

７ その他     65,051 45,361   93,914 

流動負債合計     606,714 27.2 1,425,093 40.7   1,615,883 45.2

負債合計     606,714 27.2 1,425,093 40.7   1,615,883 45.2

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     408,250 18.3 429,950 12.3   426,770 11.9

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   573,700   601,669 598,489   

資本剰余金合計     573,700 25.7 601,669 17.1   598,489 16.7

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間(当期)未処分利益   639,624   1,048,548 936,911   

利益剰余金合計     639,624 28.8 1,048,548 29.9   936,911 26.2

資本合計     1,621,574 72.8 2,080,167 59.3   1,962,170 54.8

負債・資本合計     2,228,288 100.0 3,505,261 100.0   3,578,053 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     860,192 100.0 1,022,997 100.0   2,133,378 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１   164,059 19.1 171,570 16.8   460,775 21.6

売上総利益     696,133 80.9 851,426 83.2   1,672,602 78.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   365,532 42.5 567,135 55.4   838,920 39.3

営業利益     330,600 38.4 284,291 27.8   833,681 39.1

Ⅳ 営業外収益     218 0.0 784 0.1   588 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   0 0.0 1,028 0.1   27,187 1.3

経常利益     330,818 38.4 284,047 27.8   807,082 37.8

Ⅵ 特別損失 ※３   － － 41,214 4.1   － －

税引前中間(当期)純利益     330,818 38.4 242,832 23.7   807,082 37.8

法人税、住民税 
及び事業税   133,000 83,000 321,000   

法人税等調整額   △240 132,759 15.4 1,150 84,150 8.2 △9,263 311,736 14.6

中間(当期)純利益     198,058 23.0 158,681 15.5   495,346 23.2

前期繰越利益     441,565 889,866   441,565 

中間(当期)未処分利益     639,624 1,048,548   936,911 

          



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税引前中間純利益   330,818 

２ 減価償却費   20,298 

３ 賞与引当金の増加額   5,688 

４ 売上債権の増加額   △39,300 

５ たな卸資産の増減額（増加:△）   2,549 

６ 仕入債務の増減額（減少:△）   7,032 

７ 未払金の増加額   10,964 

８ 営業保証金の増加額   △40,000 

９ その他   5,541 

小計   303,592 

10 法人税等の支払額   △153,828 

営業活動によるキャッシュ・フロー   149,764 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 有形固定資産の取得による支出   △37,170 

２ 無形固定資産の取得による支出   △10,437 

３ その他   △300 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △47,908 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入れによる収入   5,000 

２ 短期借入金の返済による支出   △5,000 

３ 配当金の支払額   △35,636 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △35,636 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   66,219 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,342,171 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高   1,408,390 

    



  
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

――――――― 

  

(2)たな卸資産 

①商品 

総平均法による原価法を採用

しております。 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

(2)たな卸資産 

①商品 

 同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式 

同左 

  

(2)たな卸資産 

①商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物………………13～15年 

器具及び備品……３～６年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、建物（建物付属設備は

除く）については、定額法を採用

しております。なお、前事業年度

の建物勘定は、すべて建物付属設

備であります。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物……………13～18年 
器具及び備品…３～６年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物……………13～15年 

器具及び備品…３～６年 

(2)無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについ

て、社内における利用可能期間

(３～５年)に基づく定額法を採用

しております。 

(2)無形固定資産 

営業権については５年で毎期均

等額を償却しております。また、

自社利用のソフトウェアについ

て、社内における利用可能期間

(３～５年)に基づく定額法を採用

しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

――――――― 

  

  

  

  

  

(2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち、当

中間会計期間の負担すべき額を計

上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

――――――― 

  

  

  

  

  

(2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち、当

期の負担すべき額を計上しており

ます。 

４．中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

４．   ――――――― ４．   ――――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５．その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

５．その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

５．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 



  

(1)消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(2)広告売上の計上基準について 

広告主からの受注金額を売上高

として計上し、広告代理店に支払

う販売手数料を、代理店手数料と

して販売費及び一般管理費に計上

しております。 

(1)消費税等の処理方法 

同左 

  

(2)広告売上の計上基準について 

同左 

  

(1)消費税等の処理方法 

同左 

  

(2)広告売上の計上基準について 

同左 

  



会計方針の変更 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第6号)を当中間会計期間から適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

――――――― 

  

――――――― (差入保証金の処理方法) 

外国為替保証金取引業務にかかる

差入保証金は固定資産(投資その他の

資産)に計上しておりましたが、当中

間会計期間より流動資産に計上する

ことに変更しております。 

外国為替保証金取引業務にかかる

差入保証金は、顧客の取引総残高に

応じて一定の割合で差し入れるもの

であります。従来は、これを保守的

に固定資産に計上しておりました。

当中間会計期間において、外国為替

保証金取引業務の開始から相当の期

間を経過したことに伴い、顧客の取

引開始から決済までの期間に関する

実態分析を実施し、取引が開始から

１年以内に決済されている事実から

判断して、現在の外国為替保証金取

引業務にかかる差入保証金の性格を

より適切に財政状態に反映するため

に当該変更を行なっております。 

この変更により、従来の方法によ

った場合に比べ、流動資産は140百万

円増加し、固定資産（投資その他の

資産）は同額減少しております。 

  

――――――― 

  



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(中間キャッシュ・フロー計算書)  

平成15年12月から開始された外国

為替保証金取引について顧客より預

託を受けた金銭（顧客預託金）を、

自己の固有の財産と分別して保管し

ております。この顧客預託金につい

ては、現金及び現金同等物から除い

ております。 

(中間キャッシュ・フロー計算書)  

中間連結財務諸表を作成している

ため、記載しておりません。 

  

（キャッシュ・フロー計算書） 

当事業年度より連結財務諸表を作

成しているため、記載しておりませ

ん。 

  

――――――― ――――――― （法人事業税における外形標準課税
部分の損益計算書上の表示方法） 

「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書の表示について

の実務上の取扱い」（企業会計基準

委員会実務対応報告第12号(平成16年

２月13日)）が公表されたことに伴

い、当期から同実務対応報告書に基

づき、法人事業税の付加価値割及び

資本割8,000千円を販売費及び一般管

理費に計上しております。この結

果、販売費及び一般管理費が同額増

加し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が同額減少しておりま

す。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

(リース取引関係) 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

59,706千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

98,492千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

77,951千円

※２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「未払

金」に含めております。 

  

※３． 

――――――― 

  

※２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産の「その

他」に含めております。 

  

※３．現金及び預金には、外国為替

保証金取引について顧客より預託を

受けた金銭（顧客預託金）相当額を

自己の固有の財産と分別して保管し

ている分離保管預金677,366千円が含

まれております。 

※２． 

――――――― 

  

  

  

※３．現金及び預金には、外国為替

保証金取引について顧客より預託を

受けた金銭（顧客預託金）相当額を

自己の固有の財産と分別して保管し

ている分離保管預金556,511千円が含

まれております。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１．減価償却実施額 

有形固定資産 13,667千円 

無形固定資産  6,631千円 

※１．減価償却実施額 

有形固定資産 20,540千円 

無形固定資産 47,625千円 

  

※１．減価償却実施額 

有形固定資産 31,913千円 

無形固定資産 58,136千円 

  

※２． 

――――――― 

  

※２．営業外費用のうち主なもの 

支払利息    1,028千円 

  

※２．営業外費用のうち主なもの 

株式上場費用 25,806千円 

支払利息     493千円 

※３． 

――――――― 

  

※３．特別損失の内容 

当社運営サイトへの不正アクセ

スに起因する損失を特別損失とし

て計上しております。 

  

※３． 

――――――― 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

  

中間連結財務諸表を作成しているた

め、記載しておりません。 

  

当事業年度より連結財務諸表を作成

しているため、記載しておりませ

ん。 

現金及び預金勘定  1,692,745千円     

分離保管預金    △284,354千円     

現金および現金同等物1,408,390千円

  

    



該当事項はありません。 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

  

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関係会社であるため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

  

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）  

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 



(１株当たり情報) 

  

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであ

ります。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額     4,208円73銭

 

当社は、平成16年２月20日付で株

式１株につき５株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなっておりま

す。 

  

１株当たり純資産額 35,638円99銭

１株当たり中間純利益

金額 
4,352円94銭

１株当たり純資産額 12,349円17銭

１株当たり中間純利益

金額 
2,731円54銭

  

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額     3,326円94銭

 

  

１株当たり純資産額 44,067円61銭

１株当たり中間純利益

金額 
3,371円19銭

  

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額    10,505円56銭

 

  

１株当たり純資産額 41,708円37銭

１株当たり当期純利益

金額 
10,841円69銭

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間（当期）純利益 (千円) 198,058 158,681 495,346 

普通株主に帰属しない金額 

(千円) 
― ― ― 

普通株式に係る中間（当期） 

純利益金額(千円) 
198,058 158,681 495,346 

普通株式の期中平均株式数 (株) 45,500 47,070 45,689 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
  

中間（当期）純利益調整額 

(千円) 
― ― ― 

普通株式増加数(株) 1,559 626 1,462 

（うち新株予約権） (1,559) (626) (1,462)

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数422個）

普通株式   422株 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数379個）

  

新株予約権１種類 

（新株予約権の数401個）

  



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（「yoyaQ.com」事業の営業譲受け

について） 

当社は、平成16年８月12日開催の

取締役会決議に基づき、同日、株式

会社エス・ワイ・エスより

「yoyaQ.com」事業に関わる営業の譲

受け契約を締結し、平成16年10月１

日を以って「yoyaQ.com」事業に関わ

る営業を譲受けております。 

(1)営業譲受けの目的 

「yoyaQ.com」は、高級ホテルに

特化して利用当日の安価な空き部

屋情報を提供し、数あるホテル予

約サイトの中で特徴あるサービス

を打ち出しております。当社は、

このたびの営業譲受けによりホテ

ル予約・旅行等の新カテゴリへの

進出を果たすと共に、当社の運営

する「価格.com」との相乗効果に

より「yoyaQ.com」事業の更なる拡

大を図ることができるものと期待

しております。 

(2)譲受け事業の内容 

「yoyaQ.com」事業に関わる営業

(3)譲受ける資産・負債の額 

営業権の譲受けのため、該当項

目はありません。 

(4)譲受け価額 

200百万円 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（株式の分割（無償交付）につい

て） 

平成17年８月10日開催の取締役会決

議により、平成17年11月18日付で、

次のとおり株式分割をいたしまし

た。 

(1)平成17年11月18日付をもって、 

普通株式１株を３株に分割する。

①分割により増加する株式数 

普通株式  94,408株 

②分割の方法 

平成17年９月30日最終の株主名

簿および実質株主名簿に記載また

は記録された株主を対象に普通株

式１株につき３株の割合をもって

分割する。 

③配当起算日 平成17年10月１日 

④平成17年11月18日をもって当社

定款第５条を変更し、発行する

株式の総数を320,000株増加し

て、480,000株とする。 

なお、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の１

株当たり情報については、以下

のとおりとなっております。 

  

前中間会計期間 

１株当たり純資産額 11,879円66銭

１株当たり中間純利

益金額 
1,450円98銭

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益金

額 

1,402円91銭

  

当中間会計期間 

１株当たり純資産額 14,689円20銭

１株当たり中間純利

益金額 
1,123円73銭

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益金

額 

1,108円98銭

  

前事業年度 

１株当たり純資産額 13,902円79銭

１株当たり当期純利

益金額 
3,613円90銭

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益金

額 

3,501円85銭

（当社運営サイトへの不正アクセス

及びサイト一時閉鎖について） 

当社運営サイトに対し、平成17年

５月11日から14日にかけて不正アク

セスによるプログラムの改ざんがな

され、当社運営サイトにアクセスす

ることにより別サイトへ誘導され、

そのサイトにおいてウィルス感染し

た可能性があります。また、メール

アドレスが22,511件詐取されていた

ことが判明しました。なお、詐取さ

れた情報はメールアドレスで、その

他の情報は含まれておりません。そ

のため、セキュリティ対策を施すた

めに５月14日より24日までサイトを

一時閉鎖しておりました。 

当社は、今回の事件を大きな教訓

とし、ユーザー及び取引先からの信

頼、そして当社のブランドを回復し

維持向上させていくために、情報セ

キュリティの重要性を今まで以上に

厳粛に受け止めたいと思います。こ

れに関する様々な知識、ノウハウ、

方策等を収集、熟知、習得し、情報

セキュリティ対策を向上させ、シス

テム及び情報資産を安全に取り扱う

ことに全力を傾けます。また、この

分野におけるトップレベルの専門家

に外部委員としてご参加いただくセ

キュリティ対策委員会を設置する

等、情報セキュリティ体制の充実を

図ってまいります。 

なお、本件は業績に重要な影響を

与える可能性がありますが、現時点

においては、当該事態の発生に起因

する損失の程度、営業活動等に及ぼ

す影響などは不明であります。 

  



  

  
  
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（フォートラベル有限会社の持分の

取得について） 

当社は、平成16年11月19日にフォ

ートラベル有限会社（以下、フォー

トラベル）の全ての持分を取得する

ことにつき基本合意致しました。 

(1)目的 

フォートラベルは、国内最大級

の旅行コミュニティポータル

（http://4travel.jp）を運営して

おります。当社とフォートラベル

は、両社の強みであるコミュニテ

ィ運営機能を共有することで、コ

ミュニティ機能の強化を図り、旅

行コミュニティポータルとしての

地位をいっそう強化してまいりま

す。 

(2)フォートラベルの概要 

①商号 :フォートラベル有限会社 

②主な事業 :システム事業 

コンサルティング事業

メディア事業 

③出資金   ：10,000千円 

④出資口数 ：200口 

⑤直近事業年度（平成16年９月期）

における業績 

  売上高 23,365千円 

  総資産 14,188千円 

  純資産  7,835千円 

※なお、平成16年12月に出資金を

3,000千円から10,000千円に増資

しております。また、平成16年12

月中に株式会社に組織変更の予定

です。 

(3)基本合意の概要 

1,250,000千円を目処として、必

要な調査の後に別途協議して決定

致しますが、調査の結果により、

本件価格が修正されることがあり

ます。また、取得方法取得時期等

についても協議の上、決定するこ

ととしております。この基本合意

は、独占的交渉権を除いては、法

的拘束力を有しません。 

（子会社設立について） 

平成17年11月15日開催の取締役会

において、子会社を設立することを

決議いたしました。 

(1)子会社設立の理由 

当社における金融分野のリソー

ス・ノウハウを集約することで、

事業の効率化を図るとともに、そ

の機動性を高めるため、金融サー

ビスを専門とする子会社を設立す

ることといたしました。当社は子

会社を通して、昨今の金融ＥＣ市

場の急速な拡大という状況を受

け、当該分野においても消費者視

点に立った購買支援サービスを推

進してまいります。 

(2)子会社の概要 

(3)当社との関係 

商号 株式会社カカクコム・

フィナンシャル 

代表者 代表取締役社長 

田中 実 

(当社取締役副社長) 

主な事業の

内容 
金融サービス業 

設立時期 平成17年12月20日 

発行済 

株式数 
200株 

資本金 10,000千円 

取得株式数 200株 

取得価額 10,000千円 

取得後の 

持分比率 
100％ 

    

    

    

    

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

(１) 
  
  
  

臨時報告書 
  
  
  

企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第２号の２に基づくもの(ス
トックオプション制度に伴う新株予約
権発行) 

  

平成17年５月25日 
関東財務局長に提出。 
  
  

(２) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第８期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月28日 
関東財務局長に提出。 

(３) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第８期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年７月８日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 株 式 会 社 カ カ ク コ ム 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社カカク

コムの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社カカクコム及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年11月15日開催の取締役会において、子会社を設立することを決議して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

平成１７年１２月１６日 

取締役会 御中 

監査法人 ト ー マ ツ 
  

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  三  富  康  史  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 株 式 会 社 カ カ ク コ ム 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社カカク

コムの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社カカクコムの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

(1)  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１６年８月１２日開催の取締役会決議に基づき、平成１６年１０月

１日を以ってyoyaQ.com事業に関わる営業を譲受けている。 

(2)  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１６年１１月１９日にフォートラベル有限会社の全ての持分を取得

することに基本合意している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

  

以 上

 

平成１６年１２月１７日 

取締役会 御中 

監査法人 ト ー マ ツ 
  

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  北  地  達  明  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  三  富  康  史  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 株 式 会 社 カ カ ク コ ム 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社カカク

コムの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社カカクコムの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年11月15日開催の取締役会において、子会社を設立することを決議してい

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

  

以 上

 

平成１７年１２月１６日 

取締役会 御中 

監査法人 ト ー マ ツ 
  

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  三  富  康  史  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 
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